




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































とえば，ＡＢが自動車を共有し，Ａが 3分の 2，Ｂが 3分の １の持分を
有するときには，その比率に応じた回数・時間でＡＢは自動車の全部の
使用ができる。」如上を図解する。
共有物の使用
　各共有者は，共有物の全部について，そ
の持分に応じた使用をすることができる。 ⑴
一台の自動車
2
Ａ
1
Ｂ
120
流経法学　第１3巻 第 2号
第250条
⑴　Ａ・Ｂの持分が等しいことを，図にすると，つぎのようになる。
共有持分の割合の推定
各共有者の持分は，相等しいものと推定する。 ⑴
1
Ｂ
1
Ａ
民法の流れ図
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第251条
⑴　沼正也・物権法comments，342頁に，つぎの記述がある。「民法
二四九条は共有者がその目的物に対してもつ使用・収益権に関している
が，本条は使用・収益に対するものとしての目的物の処分に関している。
各共有者の目的物にかかる持分権の処分は各共有者の自由であるのに対
し，共有物じたいの処分については他の共有者の同意を必要とする。本
条は，この“共有物じたいの処分”を“変更”の語をもってしている。」
以上のように，通説は，法律的な変更としての処分をも「変更」に含ま
せている。川井健・前掲，452頁以下では，通説に反対して，「変更」は，
物質的変更を意味するという見解を唱える。
共有物の変更
⑴
Y
N共有物の変更
について，他の共有者の同意が
あるか
　各共有者は，共有物に変更を
加えることができる。
　各共有者は，共有物に変更を
加えることができない。
122
流経法学　第１3巻 第 2号
以下，通説にしたがって，図解する。たとえば，共有者の一人Ｂが，共
有物の全部を，第三者Ｃに売るばあい。他の共有者Ａには，共有物の変更
の同意権がある。
1
Ａ
変更の
同意権利 義務
Ａが
変更に
同意
共有物
を買う
共有物
を売る
1
Ｂ
1
Ａ
1
2
Ｂ
Ｃ
Ｃ
民法の流れ図
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第252条
共有物の管理
Y
Y
N
N
N
前条を適用する
共有物の管理に
かんする事項が，前条の場合に
該当するか
保存行為にあたるか
　各共有者の持分の価格に
従い，その過半数で決する。
各共有者がすることができる。
124
流経法学　第１3巻 第 2号
第253条
共有物にかんする負担
　共有者が 1年以内に前項の義務を履行し
ないときは，他の共有者は，相当の償金を
支払って，その者の持分を取得することが
できる。
　各共有者は，その持分に応じ，管理の費用
を支払い，その他，共有物にかんする負担を
負う。
⑴
①
②
民法の流れ図
125
⑴　共有者をＡ・Ｂとし，等しい持分をもっていたばあい。Ａが，上記の
義務を， １年以内に履行しないときは，ＢはＡへ償金を支払って，Ａの
持分を取得できる。結果として，Ｂが単独所有者となる。
1
Ａ
管理費用の支払い
共有物にかんする
負担
権利義務
義務権利
Ａが 1年以内に
義務を履行しない
とき
1
Ｂ
ＢがＡへ償金を
支払った。
1
償金の支払い
Ａの持分の取得義務
権利
権利
義務
1
ＢＡ
2
Ｂ
126
流経法学　第１3巻 第 2号
第254条
⑴　共有者の一人Ａが，他の共有者Ｂにたいして，管理費用の支払いの債
権をもっていた。その後，Ｂが，自己の持分をＣへ譲渡した。
共有物についての債権
　共有者の一人が共有物について，他の共有
者にたいして有する債権は，その特定承継人
にたいしても，行使することができる。 ⑴
1
Ａ
管理費用
の支払い
管理費用
の支払い
債権 債務
売主
1
債権
債権
債務
債務
1 1
Ｃ
Ｂ
Ａ
買う
持分を
を売る
買主（特定承継人）
Ｂ
Ｃ
民法の流れ図
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第255条
⑴　以下の例は，高梨公之監修・口語民法を参照した。たとえば，Ａが 5，
Ｂが 3，Ｃが 2の割合の持分を，各共有者がもっていた。後に，Ａが，
持分を放棄したときは，　Ｂが 6，Ｃが 4の割合で，持分をもつ。
持分の放棄および共有者の死亡
　共有者の一人が，その持分を放棄したとき，
または，死亡して相続人がないときは，その
持分は，他の共有者に帰属する。 ⑴
5
Ａ
Ａが持分を
放棄
3
Ｂ
2
Ｃ
6
Ｂ
4
Ｃ
128
流経法学　第１3巻 第 2号
第256条
共有物の分割請求権
①本文
①ただし書
②本文
②ただし書
Y
Y
⑴
N
N
　各共有者は，いつでも共有物の分割
を請求することができる。
各共有者は， 5年を
超えない期間内は分割をしない
旨の契約をするか。
契約を更新するか
　その期間は，更新の時から， 5年を
超えることができない。
民法の流れ図
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⑴　Ａ・Ｂが各共有者のばあい。
1
Ａ
5 年を超えない
期間内は分割
しないこと
債務債権
債権債務
契約の更新
なし
5年を超えない
期間内は分割し
ない旨の契約に
もとづく債務関係
1
Ｂ
ＡまたはＢが
分割を請求
分割すること
義務権利
権利義務
1 1
ＢＡ
1 1
ＢＡ
130
流経法学　第１3巻 第 2号
第257条
第258条
共有物の分割請求ができないばあい
　前条の規定は，第229条に規定する共有物
については，適用しない。
裁判による共有物の分割
　前項の場合において，共有物の現物を分
割することができないとき，または分割に
よって，その価格を著しく減少させるおそ
れがあるときは，裁判所は，その競売を命
ずることができる。
　共有物の分割について，共有者間に協議が
調わないときは，その分割を裁判所に請求す
ることができる。
①
②
民法の流れ図
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第259条
共有にかんする債権の弁済
　債権者は，前項の弁済を受けるため，債
務者に帰属すべき共有物の部分を売却する
必要があるときは，その売却を請求するこ
とができる。
　共有者の一人が，他の共有者にたいして，
共有にかんする債権を有するときは，分割に
さいし，債務者に帰属すべき共有物の部分を
もって，その弁済に充てることができる。
①
②
⑴
132
流経法学　第１3巻 第 2号
⑴　Ａ・Ｂが共有者で，ＡがＢにたいし，共有にかんする支払いの債権を
もっているとき。共有物の分割のさいに，Ａは，Ｂにたいし，権利をも
つ。
1
Ａ
共有に
かんする
支払い 債務債権
分割のばあい
1
Ｂ
債務債権
義務権利
義務権利
共有に
かんする
支払い
Ｂの共有物の
部分を弁済に
充てること
Ｂの共有物の
部分の売却の請求
1 1
ＢＡ
民法の流れ図
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第260条
共有物の分割への参加
Y
N
①
②
前項の規定による
　　　　参加の請求があったにも
かかわらず，その請求をした者を参加
させないで，分割をしたか
　その分割は，分割への参加の
請求をした者に，対抗すること
ができない。
　その分割は，分割への参加の
請求をした者に，対抗すること
ができる。
　共有物について権利を有する者，および
各共有者の債権者は，自己の費用で，分割
に参加することができる。
134
流経法学　第１3巻 第 2号
第261条
⑴　Ａ・Ｂは，分割の権利を持ち，義務を負う。ＡまたはＢが，分割を
請求したときは，Ａ・Ｂそれぞれ，持分の割合で，単独所有者となり，
売主と同様に，担保の責任を負う。権利の瑕疵については，民法561条
以下，物の瑕疵については，民法570条に規定がある。沼正也・物権法
comments370頁によると，担保責任は，共有物の分割については，分
割のやり直しも，含まれる。
分割における共有者の担保責任
　各共有者は，他の共有者が分割によって取
得した物について，売主と同じく，その持分
に応じて担保の責任を負う。 ⑴
1
Ａ 分割
義務権利
権利義務
ＡまたはＢが
分割を請求
1
Ｂ
担保
義務権利
権利義務
1 1
ＢＡ
民法の流れ図
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第262条
共有物にかんする証書の保存
　証書の保存者は，他の分割者の請求にお
うじて，その証書を使用させなければなら
ない。
　分割が完了したときは，各分割者は，その
取得した物にかんする証書を保存しなければ
ならない。
①
　共有者の全員または，そのうちの数人に分
割した物にかんする証書は，その物の最大の
部分を取得した者が，保存しなければならな
い。
②
　前項の場合において，最大の部分を取得し
た者がないときは，分割者間の協議で，証書
の保存者を定める。協議が調わないときは，
裁判所が，これを指定する。
③
④
136
流経法学　第１3巻 第 2号
第263条
第264条
共有の性質を有する入会権
　共有の性質を有する入会権については，各
地方の慣習に従うほか，この節の規定を適用
する。
準共有
　この節の規定は，数人で所有権以外の財産
権を有する場合について準用する。ただし，
法令に特別の定めがあるときは，この限りで
ない。
⑴
民法の流れ図
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⑴　沼正也・物権法comments380頁に，つぎの記述がある。「共有は複数
の人が所有権を有することをいい……，共有の目的物は共有物という。
準共有は複数の人が所有権外の権利ないし財産権を有することであると
説かれるとき，その目的物を同語反覆的に所有権外の権利ないし財産権
と述べてあやしまないのがわが民法学界一般の通弊である。所有権を含
めてひろく権利の共有とその対象としての目的物に正しく呼称を与えて
両概念を区別して考察することから再構成しなければならないが，それ
は同時に有体物・無体物，物権・債権，物権法・債権法（債務関係法＝
債法）の諸対
つい
概念の正しい認識とうらはらの関係にあるものなのである
……。」
地上権の共有のばあい。Ａが土地所有者である。Ｂ・Ｃが，共有のア
ンテナを，Ａの土地に建てるために，Ａと地上権設定契約を結んだとき
は，Ｂ・Ｃは，地上権を共有する。
はい
地上権を取得
したい
地上権設定契約
Ｂ・Ｃが地上権を共有
　所有権（Ａの）
―地上権（Ｂ，Ｃの）
ＡＡ
ＣＢ Ｂ Ｃ
138
流経法学　第１3巻 第 2号
債権の一種である，賃借権の共有のばあい。Ａが土地所有者であ
る。Ｂ・Ｃが，Ａと，Ａ所有の土地について賃貸借契約を結んだときは，
Ｂ・Ｃは，Ａの土地の使用および収益についての債権である賃借権を共
有する。
はい
土地を
貸して
賃貸借契約
Ａの土地の
使用と収益
所有権
債権
債務
債権
ＡＡ
ＣＢ Ｂ Ｃ
民法の流れ図
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第 2編　物権
第 4章　地上権
第265条
地上権の意義
　地上権者は，他人の土地において工作物ま
たは竹木を所有するため，その土地を使用す
る権利を有する。 ⑴
140
流経法学　第１3巻 第 2号
⑴　土地所有者と地上権者との関係を，学者は，つぎのように説明する。
沼正也・物権法comments382頁。「地上権とは他人の土地についてい
る太い綱から，その土地に建物などを建てたり植林したりするため自由
自在の活用をつかさどる機能の抜き出された糸なのである。」
鈴木禄弥・新版注釈民法⑺物権⑵875頁。「土地所有者は，……地上権
者の土地利用を妨げない義務を負う……」。同書，878頁。「……，地上
権者には土地を利用する権利が，設定者［土地所有者・中山注］にはこ
の使用を受忍する義務があり，……」。土地所有者をＡ，地上権者をＢ
として，Ｂが自己所有のアンテナを，Ａの土地に建てるために，ＡとＢ
とのあいだで，地上権設定契約をするばあい。
はい
地上権を
設定したい
アンテナの
所有権
地上権設定契約
地上権
　所有権（Ａの）
―地上権（Ｂの）
ＡＡ
Ｂ Ｂ
民法の流れ図
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第266条
⑴　関一郎・高橋良彰・基本法コンメンタール〔第 5版〕物権，141頁を
参照した。
地代
　地代については，前項に規定するものの
ほか，その性質に反しないかぎり，賃貸借
にかんする規定を準用する。
　第274条から第276条までの規定は，地上権
者が土地の所有者に，定期の地代を支払わな
ければならない場合について，準用する。
①
②
⑴
はい
地上権を
設定したい。
地代を支払う。
地上権設定契約
地代の
支払い
所有権（Ａの）
―地上権（Ｂの）
債権
債務
Ａ
Ｂ
Ａ
Ｂ
142
流経法学　第１3巻 第 2号
第267条
相隣関係の規定の準用
　前章，第 1節，第 2款（相隣関係）の規定は，
地上権者間または地上権者と土地の所有者と
の間について準用する。ただし，第229条の
規定は，境界線上の工作物が，地上権の設定
後に設けられた場合にかぎり，地上権者につ
いて準用する。
民法の流れ図
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第268条
地上権の存続期間
①
本文
ただし書
②
Y
N
　設定行為で，地上権の存続期間を定
めなかった場合において，別段の慣習
がないときは，地上権者は，いつでも，
その権利を放棄することができる。
　 1年前に予告をし，または，期限の
到来していない 1年分の地代を支払わ
なければならない。
地代を支払うべきときか
　地上権者が，前項の規定により，そ
の権利を放棄しないときは，裁判所は，
当事者の請求により，20年以上，50年
以下の範囲内において，工作物または
竹木の種類および状況その他，地上権
の設定当時の事情を考慮して，その存
続期間を定める。
144
流経法学　第１3巻 第 2号
第269条
工作物の収去権と買取権
①
本文
⑴
⑵
ただし書
②
Y
N
　地上権者は，その権利が消滅した時
に，土地を原状に復して，その工作物
および竹木を収去することができる。
　地上権者は，正当な理由がなければ，
これを拒むことができない。
土地の所有者が
時価相当額を提供して，工作物および竹木を
買い取る旨を通知したか
　前項の規定と異なる慣習があるとき
は，その慣習に従う。
民法の流れ図
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⑴　 １項本文の例。土地所有者をＡ，地上権者をＢとする。
地上権
が消滅
地上権
Ａ
Ｂが工作物の
収去権を行使
　所有権（Ａの）
―地上権（Ｂの）
所有権
Ａ
Ｂ
Ｂ
Ａ
工作物
の収去
義務
権利
Ｂ
146
流経法学　第１3巻 第 2号
⑵　 １項ただし書の例。Ａ・Ｂは，⑴と同じ。
地上権
が消滅
地上権
Ａ
Ａが工作物
の買取り権
を行使
Ａはアンテナの所有権
を取得する。
　所有権（Ａの）
―地上権（Ｂの）
所有権
Ａ
Ｂ
工作物
の買取り
権利
義務
Ｂ
Ａ
民法の流れ図
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第269条の 2
地下または空間を目的とする地上権
　前項の地上権は，第三者が，その土地の
使用または収益をする権利を有する場合に
おいても，その権利または，これを目的と
する権利を有するすべて者の承諾があると
きは，設定することができる。この場合に
おいて，土地の使用または収益をする権利
を有する者は，その地上権の行使を妨げる
ことができない。
　地下または空間は，工作物を所有するため，
上下の範囲を定めて，地上権の目的とするこ
とができる。この場合においては，設定行為
で，地上権の行使のために，その土地の使用
に制限を加えることができる。
⑴
①
②
148
流経法学　第１3巻 第 2号
⑴　土地所有者をＡ，建物所有者である通常の地上権者をＢ，高速道路の
所有者である空中地上権（空中権）者をＣ，地下商店街の所有者である地
下地上権（地下権）者をＤ，大深度地下にある地下鉄の所有者をＥとする。
高速道路の
所有者
建物の
所有者
地下商店街の
所有者
Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ
の権利に対応
する義務（点線）
空中権
地上権Ａ
Ｃ
Ｂ
Ｄ
大深度地下にある
地下鉄の所有者
使用権
（民法上の地下権
は不要）
Ｅ
地下権
民法の流れ図
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第 2編　物権
第 5章　永小作権
第270条
永小作権の意義
⑴
　永小作人は，小作料を支払って，他人の土
地において，耕作または牧畜をする権利を有
する。
150
流経法学　第１3巻 第 2号
⑴　土地所有者をＡ，永小作権を設定したい者を，ＢとＣとする。Ａが，
Ａ所有の土地について，Ｂと永小作権設定契約をむすんだ。その後，Ａ
がＣと永小作権設定契約をむすんだ。Ｃが，永小作権の登記をした。
はい
永小作権を
設定したい
永小作権設定契約
「永小作権は，私（Ｂ）にある」
Ｃが登記
所有権（Ａの）―
永小作権（Ｃの）
民法177条によって，ＢはＣに
対抗することができない。
永小作権
Ａ
Ｂ Ｃ
Ａ
Ｂ
はい
永小作権を
設定したい
永小作権設定契約
Ａ
Ｃ
登記
民法の流れ図
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第271条
第272条
永小作人による土地の変更の制限
　永小作人は，土地にたいして，回復するこ
とのできない損害を生ずべき変更を加えるこ
とができない。
永小作権の譲渡または土地の賃貸
⑴
⑵
　永小作人は，その権利を他人に譲り渡し，
または，その権利の存続期間内において，耕
作もしくは牧畜のため土地を賃貸することが
できる。ただし，設定行為で禁じたときは，
この限りでない。
152
流経法学　第１3巻 第 2号
⑴　土地所有者をＡ，永小作人をＢ，Ｂから，永小作権を譲り渡される者
をＣとする。
⑵　土地所有者をＡ，永小作人をＢ，Ｂから，Ｂのもつ永小作権の存続期
間内において，耕作もしくは牧畜をするため，土地を賃借する者をＤと
する。
所有権（Ａの）―
永小作権（Ｂの）
永小作権
永小作権を
売る 買う
Ａ
Ｂ
所有権（Ａの）―
永小作権（Ｃの）
永小作権
Ａ
ＣＣ
所有権（Ａの）―
永小作権（Ｂの）
永小作権
賃貸借契約
耕作また
は牧畜
土地を賃貸
する
土地を賃借
する
Ａ
Ｂ
所有権（Ａの）―
永小作権（Ｂの）
永小作権
債務 債権
Ａ
Ｂ ＤＤ
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第273条
第274条
賃貸借にかんする規定の準用
　永小作人の義務については，この章の規定
および設定行為で定めるもののほか，その性
質に反しないかぎり，賃貸借にかんする規定
を準用する。
小作料の免除または減額
　永小作人は，不可抗力により収益について
損失を受けたときであっても，小作料の免除
または減額を請求することができない。
154
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第275条
第276条
永小作権の放棄
　永小作人は，不可抗力によって，ひきつづ
き 3年以上まったく収益を得ず，または 5年
以上，小作料より少ない収益を得たときは，
その権利を放棄することができる。
土地の所有者のもつ永小作権の消滅請求権
⑴
　永小作人が，ひきつづき 2年以上，小作料
の支払を怠ったときは，土地の所有者は，永
小作権の消滅を請求することができる。
民法の流れ図
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⑴　土地の所有者をＡ，永小作人をＢとする。
小作料
の支払い
所有権（Ａの）
―永小作権（Ｂの）
所有権（Ａの）
―永小作権（Ｂの）
永小作権
債務
債権
Ａ
Ｂ
はい
永小作権を
設定したい
永小作権設定契約
Ｂが，ひきつづいて
2年以上，小作料の
支払を怠ったとき。
ＡがＢに
永小作権の
消滅を請求。
Ｂが土地を
明渡した
Ａ
Ｂ
永小作権
の消滅
義務
権利
Ａ
Ｂ
所有権
Ａ
Ｂ
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第277条
第278条
永小作権にかんする慣習
　第271条から前条までの規定と異なる慣習
があるときは，その慣習に従う。
永小作権の存続期間
　設定行為で，永小作権の存続期間を定め
なかったときは，その期間は，別段の慣習
がある場合を除き，30年とする。
　永小作権の存続期間は，20年以上50年以下
とする。設定行為で，50年より長い期間を定
めたときであっても，その期間は，50年とす
る。
　永小作権の設定は，更新することができる。
ただし，その存続期間は，更新の時から50年
を超えることができない。
①
②
③
民法の流れ図
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第279条
工作物の収去等
　第269条（地上権者による工作物等の収去
等）の規定は，永小作権について準用する。
158
流経法学　第１3巻 第 2号
第 2編　物権
第 6章　地役権
第280条
地役権の意義
⑴
　地役権者は，設定行為で定めた目的にした
がい，他人の土地を，自己の土地の便益に供
する権利を有する。ただし，第 3章，第 1節
（所有権の限界）の規定（公の秩序に関する
ものに限る。）に違反しないものでなければ
ならない。
民法の流れ図
159
⑴　土地所有者Ａが，公道に出るために，Ｂの土地を通行したいばあい。
ＡはＢと地役権設定契約をむすぶと，つぎのようになる。
はい
地役権を
取得したい
所有権
Ａは自己の
要役地について
所有権をもち，
Ｂの承役地について
地役権をもつ。
Ｂは自己の
承役地について，
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
をもつ。
地役権
設定契約
Ｂ
Ａ
要役地
地役権 所有権（Ｂの）
―地役権（Ａの）
承役地
公道
Ａ Ｂ
160
流経法学　第１3巻 第 2号
第281条
地役権の付従性
　地役権は，要役地から分離して譲り渡し，
または，他の権利の目的とすることができ
ない。
　地役権は，要役地（地役権者の土地であっ
て，他人の土地から便益を受けるものをいう。
以下同じ。）の所有権に従たるものとして，
その所有権とともに移転し，または，要役地
について存する他の権利の目的となるものと
する。ただし，設定行為に別段の定めがある
ときは，この限りでない。
⑴
①
②
⑵
民法の流れ図
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⑴　要役地の所有者をＡ，承役地の所有者をＢとする。Ａが，要役地の所
有権をＣへ移転するばあい。Ｃは，要役地の所有権を取得するとともに，
地役権も取得する。
要役地を
買う
ＣがＡの土地を
買った。
売る
Ｃ
要役地
地役権 所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
承役地
公道
Ａ Ｂ
要役地
地役権 所有権（Ｂの）―
地役権（Ｃの）
承役地
公道
Ｃ Ｂ
162
流経法学　第１3巻 第 2号
⑵　要役地について存する他の権利の目的となるとき，他の権利が，地上
権，賃借権，抵当権のばあい。以下，要役地の所有者をＡ，承役地の所
有者をＢとする。
［地上権］
Ｃは，建物を所有するため，Ａと，Ａの土地について，地上権設定契
約をむすんだ。Ｃは，地上権の目的として地役権を取得する。結果とし
て，Ｃは，公道に出入りする地役権をもつ。
要役地
地役権
（Ｃへ移っている）
所有権（Ｂの）―
地役権（Ｃの）
所有権（Ａの）―
地上権（Ｃの）
承役地
地役権地上権
通路
公道
Ａ
Ｃ
Ｂ
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［賃借権］
Ｄは，建物を所有するため，Ａと，Ａの土地について，賃貸借契約を
むすんだ。Ｄは，債権である賃借権の目的として，地役権を取得する。
結果として，Ｄは，公道に出入りする地役権をもつ。
使用
および
収益
地役権
（Ｄへ移っている）
所有権（Ｂの）―
地役権（Ｄの）
地役権
通路
公道
Ａ
Ｄ
債権
（賃借権）
債務
Ｂ
164
流経法学　第１3巻 第 2号
［抵当権］
Ａは，Ｅと，消費貸借契約をむすんでいる。Ａを債務者，Ｅを債権者
とする。Ｅは，Ａが借りた金を返すこと，すなわち給付について，権利
すなわち債権をもっている。Ａは，自己所有の要役地に，Ｅの抵当権を
を設定した。Ｅは，抵当権を行使して，Ｆが，Ａの要役地を競落した。
Ｆは，かつてのＡの要役地の所有権を取得し，地役権も取得する。
給付
地役権
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
所有権（Ａの）―
抵当権（Ｅの）
承役地
通路
公道
Ａ
Ｅ
債権
抵当権
要役地
債務
Ｂ
地役権
競落人
所有権（Ｂの）―
地役権（Ｆの）
承役地
通路
公道
Ｆ
要役地
Ｂ
Ｅが抵当権を行使
Ｆが競落
民法の流れ図
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第282条
地役権の不可分性
　土地の分割または，その一部の譲渡の場
合には，地役権は，その各部のために，ま
たは，その各部について存する。ただし，
地役権が，その性質により，土地の一部の
みに関するときは，この限りでない。
　土地の共有者の一人は，その持分につき，
その土地のために，または，その土地につい
て存する地役権を消滅させることができな
い。 ⑴
⑵
①
②
⑶
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⑴　以下の例は，⑵⑶もふくめて，篠塚昭次監修・口語物権法284頁以下
を参照した。要役地の共有者をＡ・Ｂ・Ｃとし，承役地の所有者をＤと
する。Ａ・Ｂ・Ｃは，Ｄの承役地の通行地役権を，もっている。
要役地の所有者をＥとし，承役地の共有者をＦ・Ｇ・Ｈとする。Ｅは，
Ｆ・Ｇ・Ｈが共有する承役地の通行地役権を，もっている。
所有権（Ｄの）―
地役権（Ａ，Ｂ，Ｃの）
承役地
地役権
地役権
地役権
通路
公道
Ａ Ｂ Ｃ
要役地
Ｄ
Ｆ，Ｇ，Ｈは，各々，
所有権－地役権（Ｅの）
を，もっている。
承役地
通路
公道
Ｆ Ｇ Ｈ
要役地
地役権
所有権
Ｅ
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⑵　要役地の一部の譲渡のばあい。要役地の所有者をＡ，承役地の所有者
をＢとする。Ａは，Ｂにたいし，Ｂの土地にマンションを建てないこと，
の地役権をもつ。Ａが，Ｃに，要役地の一部を譲渡したとき。Ａとなら
んで，Ｃも地役権をもつ。
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
承役地
［幻のマンション，以下同様］
所有権
地役権
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａ，Ｃの）
承役地
地役権
地役権
Ｃ Ａ
要役地 要役地
Ｂ
Ａが要役地の
一部をＣへ譲渡
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承役地の一部の譲渡のばあい。要役地の所有者をＡ，承役地の所有者
をＢとする。Ａは，Ｂにたいし，Ｂの土地にマンションを建てないこと，
の地役権をもつ。Ｂが，Ｄに，承役地の一部を譲渡したとき。ＡはＢ・
Ｄにたいして，地役権をもつ。
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
承役地
所有権
地役権
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｄの）―
地役権（Ａの）
所有権
（Ｂの）―
地役権
  （Ａの）
承役地 承役地
地役権
地役権
Ａ
要役地
ＤＢ
Ｂが承役地の
一部をＤへ譲渡
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⑶　 2 項ただし書き。要役地の所有者Ａが，要役地の一部を，Ｃへ譲渡し
たとき。Ｃが取得した土地（下図の網かけ部分）は，Ａが，Ｂの承役地
を通行することに，関係ないとき。たとえば，Ｃが取得した土地が，が
け地で，ＣがＢの土地を通行する必要がないばあい。
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
承役地
地役権
通路
公道
公道
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
承役地
地役権
通路
公道
公道
Ａ
Ｃ
要役地
Ｂ
Ａが要役地の
一部をＣへ譲渡
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2 項ただし書き。承役地の所有者Ｂが，承役地の一部（下図の網かけ
部分）を，Ｄへ譲渡したとき。Ｄが取得した土地は，Ａが，Ｂの承役地
を通行することに，関係ないとき。
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
承役地
承役地
地役権
通路
公道
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）地役権
公道
Ｄ
Ａ
要役地
Ｂ
Ｂが承役地の
一部をＤへ譲渡
民法の流れ図
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第283条
第284条
地役権の時効取得
　地役権は，継続的に行使され，かつ，外形上，
認識することができるものにかぎり，時効に
よって取得することができる。
共有者の地役権の時効取得
　地役権を行使する共有者が数人ある場合
には，その一人について時効の停止の原因
があっても，時効は，各共有者のために進
行する。
　土地の共有者の一人が，時効によって地役
権を取得したときは，他の共有者も，これを
取得する。
　共有者にたいする時効の中断は，地役権を
行使する各共有者にたいしてしなければ，そ
の効力を生じない。 ⑴
①
②
③
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⑴　以下の例は，篠塚昭次監修・口語物権法287頁以下を参照した。Ｘ地
の共有者Ａ・Ｂ・Ｃが，Ｙ地上に，通行地役権を，あとわずかの期間で，
時効取得するばあい。Ｙ地の所有者をＤとする。Ｄが，Ａ・Ｂにたいし
て，時効の中断をしたとき。
Y地
通路
時効の中断
時効の中断
公道
Ａ Ｂ Ｃ
X地
Ｄ
所有権（Ｄの）―
地役権（Ａ，Ｂ，Ｃの）
時効中断の効力は，Ｃに及ばず，Ｃは地役権を時効で取得。
結果的に，Ａ・Ｂも，地役権を時効で取得。
承役地
通路
公道
Ａ Ｂ Ｃ
要役地
Ｄ
地役権
地役権
地役権
民法の流れ図
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第285条
用水のための地役権
　同一の承役地について，数個の用水地役
権を設定したときは，後の地役権者は，前
の地役権者の水の使用を妨げてはならない。
　用水地役権の承役地（地役権者以外の者の
土地であって，要役地の便益に供されるもの
をいう。以下同じ。）において，水が要役地
および承役地の需要に比して，不足するとき
は，その各土地の需要に応じて，まず，これ
を生活用に供し，その残余を，他の用途に供
するものとする。
　ただし，設定行為に，別段の定めがあると
きは，この限りでない。
①本文
①ただし
　書き
②
174
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第286条
承役地の所有者の工作物の設置または修繕の義務
　設定行為または設定後の契約により，承
役地の所有者が自己の費用で，地役権の行
使のために工作物を設け，または，その修
繕をする義務を負担したときは，承役地の
所有者の特定承継人も，その義務を負担する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　用水地役権のばあい。要役地の所有者をＡ，承役地の所有者をＢ，Ｂ
から承役地の所有権を取得した者をＣとする。平野克明・基本法コンメ
ンタール〔第五版〕物権，164頁を参照した。
承役地
送水管（工作物）
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
工作物の
設置・修繕
地役権
権利 義務
承役地
送水管（工作物）
Ａ
要役地
ＢがＣへ
承役地を
譲渡
Ｃ
所有権（Ｃの）―
地役権（Ａの）
工作物の
設置・修繕
地役権
権利 義務
176
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第287条
承役地の所有者のもつ承役地の部分の放棄権
　承役地の所有者は，いつでも，地役権に
必要な土地の部分の所有権を放棄して，地
役権者に移転し，これにより，前条の義務
を免れることができる。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　要役地の所有者をＡ，承役地の所有者をＢとする。地役権に必要な土
地の部分，たとえば，送水管をふくめた部分を，Ｂが放棄するばあい。
承役地
送水管（工作物）
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
工作物の
設置・修繕
地役権所有権
権利
義務
義務
権利
承役地の
部分の放棄
Ａ
Ｂが，承役地の
なかの地役権に
必要な土地の部分
（網かけの部分）を
放棄して，Ａへ
移転した。 所有権
所有権
所有権
Ｂ
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第288条
⑴　要役地の所有者をＡ，承役地の所有者をＢとする。平野克明・前掲，
165頁を参照した。
承役地の所有者の工作物の使用権等
　前項の場合には，承役地の所有者は，そ
の利益を受ける割合におうじて，工作物の
設置および保存の費用を分担しなければな
らない。
　承役地の所有者は，地役権の行使を妨げな
い範囲内において，その行使のために承役地
の上に設けられた工作物を使用することがで
きる。
⑴
①
②
承役地
送排水施設（工作物）
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
工作物の
使用
地役権所有権
義務
権利
権利
義務
工作物の
設置・保存
の費用の分担
民法の流れ図
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第289条
⑴　要役地の所有者をＡ，承役地の所有者をＢ，承役地の占有者をＣとする。
承役地の時効取得よる地役権の消滅
　承役地の占有者が，取得時効に必要な要
件を具備する占有をしたときは，地役権は，
これによって消滅する。 ⑴
承役地
占有権
通路
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
地役権所有権
Ａ Ｃ
Ｃが，承役地の取得時効に
必要な要件を具備，たとえば，
Ｃが承役地を占有している間，
Ａが10年間または20年間，Ｂの
承役地を通行しなかったばあい。
Ａの地役権は消滅する。
Ｃ
180
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第290条
前条において，地役権が消滅しない場合
　前条の規定による地役権の消滅時効は，
地役権者が，その権利を行使することによっ
て中断する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　本条は，通説によると，つぎのように解釈されている。水本浩・注釈
民法⑴総則・物権・第 2版・277頁参照。要役地の所有者をＡ，承役地
の所有者をＢ，承役地の占有者をＣとする。地役権の行使は，自然中断
（民法164条）に準じた効力を生ずる。したがって，地役権の行使によっ
て，地役権の負担を伴わないものとしての占有が，負担を伴う占有に変
わる。
承役地
占有権
（Ａ）
通路
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
所有権（Ｃの）―
地役権（Ａの）
地役権
地役権
Ａ Ｃ
Ａが通行したときから，
Ａの地役権の負担をともなう，
Ｃの，Ｂの承役地にたいする
取得時効が始まる。その後，
Ｃの取得時効が完成。
Ａの地役権は存続している。
Ｃが，Ｂの承役地を
占有しているあいだに，
Ａが地役権を行使すなわち
Ａが通行。
Ｃ
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第291条
地役権の消滅時効
　第167条第 2項に規定する消滅時効の期間
は，継続的でなく行使される地役権につい
ては，最後の行使の時から起算し，継続的
に行使される地役権については，その行使
を妨げる事実が生じた時から起算する。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　要役地の所有者をＡ，承役地の所有者をＢとする。継続的に行使され
る地役権，たとえば，通路のある承役地の通路が閉鎖されたという事実
が生じた。この事実が生じたときから，地役権の消滅時効は起算される。
承役地
通路閉鎖
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
所有権 地役権
通路が閉鎖されてから
20年経過。地役権の
消滅時効が完成。
Ａ Ｂ
所有権
Ａの地役権は消滅。
所有権
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要役地の共有のばあいの時効の中断・停止
　要役地が，数人の共有に属するばあいに
おいて，その一人のために，時効の中断ま
たは停止があるときは，その中断または停
止は，他の共有者のためにも，その効力を
生ずる。 ⑴
民法の流れ図
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⑴　要役地の共有者をＡ・Ｂとする。承役地の所有者をＣとする。
承役地
通路閉鎖
Ａ Ｂ
要役地
承役地要役地
Ｃ
所有権（Ｃの）―
地役権（Ａ，Ｂの）地役権
地役権
地役権の消滅時効の完成が
間もないころ、たとえば
通路が閉鎖されてから、
18年後に、Ｂが通行。
すると、地役権の消滅時効は
Ａ・Ｂのために中断される。
通路が閉鎖されると，
Ａ・Ｂの地役権の消滅時効
が始まる（291条）。
Ａ Ｂ Ｃ
所有権（Ｃの）―
地役権（Ａ，Ｂの）地役権
地役権
（Ｂ）
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⑴　要役地の所有者をＡ，承役地の所有者をＢとする。ＡとＢが，Ｂの承
役地のなかに，Ａが 4ｍ幅の通路を通行する地役権を設定したばあい。
地役権の一部分が消滅時効にかかる場合
　地役権者が，その権利の一部を行使しな
いときは，その部分のみが時効によって消
滅する。 ⑴
承役地
Ａ
要役地
Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
4 m
地役権
地役権を設定してから，
20年間，Ａは，通路の半分
（上図の網かけ部分）を通行
しなかった。すると，上記の
部分の地役権は，消滅時効に
かかる。 Ａ Ｂ
所有権（Ｂの）―
地役権（Ａの）
（Ｂ）
地役権
民法の流れ図
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共有の性質を有しない入会権
　共有の性質を有しない入会権については，
各地方の慣習に従うほか，この章の規定を
準用する。
